
各
地
の
住
宅
自
治
会
や
有
志
が
勉
強
会
、
ア
ン
ケ
ー
ト
な
ど
で
住

民
の
声
を
集
め
て
機
構
や
県
、
市
な
ど
に
居
住
権
の
保
障
を
求
め
、

地
域
町
内
会
が
入
居
者
を
支
援
す
る
動
き
も
広
が
っ
て
い
ま
す
。 
地
方
議
会
で
住
宅
存
続
を
求
め
る
意
見
書
が
採
択
さ
れ
、
知
事
や

自
治
体
首
長
が
上
京
し
て
国
に
存
続
な
ど
を
働
き
か
け
る
事
例
や
、

住
宅
の
買
取
を
検
討
す
る
自
治
体
も
増
え
て
い
ま
す
。 

い
ま
、
自
民
党
県
議
が
「
国
の
一
方
的
方
針
は
お
か
し
い
。
国
会

議
員
ル
ー
ト
も
使
っ
て
働
き
か
け
る
」
と
述
べ
た
り
、
住
宅
存
続
の

意
見
書
に
同
意
し
な
い
公
明
党
市
議
が
保
守
系
議
員
に
説
得
さ
れ

て
賛
成
す
る
例
な
ど
、
世
論
と
運
動
は
さ
ら
に
広
が
っ
て
い
ま
す
。

 

 借家人が非常に不利な「定期借家契

約」制度は、弁護士や司法書士からも

強い反対の運動が起こる中、与党自

民・公明を軸に野党の民主党も法律の

共同提案に加わって作ったもの。 

 これに向けて業界の政治団体は計 2

億 3 千万円も献金するなど凄まじい政

界工作を展開しました。自民党の調査

会幹事長が 4980 万円をはじめ閣僚級幹

部は 1000 万円前後、公明党も太田昭宏

幹事長代行（当時。現委員長）は 40 万

円、井上義久幹事長代理（当時）は 60

万円を受け取っています。 

【
大
う
そ
・
・
】 

 

●
公
明
党
↓
冬
柴
鉄
三
幹

事
長
（
当
時
。
後
、
委
員
長
、

国
土
交
通
大
臣
）
が
「
弱
者

困
窮
者
対
策
」
の
裏
付
を
、

「
建
設
省
の
来
年
度
予
算

概
算
要
求
の
説
明
を
十
分

に
受
け
て
、
『
今
度
五
年
間

に
百
万
戸
、
毎
年
二
十
万
戸

の
公
共
住
宅
の
建
設
』
と
い

う
こ
と
を
確
認
、
理
解
し

た
」
と
「
公
明
新
聞
」
で
大

見
得
を
切
っ
た
が
・
・
・
。

 

●
実
際
は
↓
法
律
の
成
立

か
ら
四
年
間
の
公
共
住
宅

は
合
計
で
も
、
わ
ず
か
に
十

五
万
戸
だ
っ
た
。 

 
 雇用促進住宅が移転就職者の宿舎であ

るだけでなく、公的住宅の柱の一つとされ

てきたことは政府自身が認めています。今

になって政府・与党が「住宅の役割は終わ

った」「出て行け」というのは、国民の生

活の本拠を乱暴に奪う人権侵害です。 

しかも 3 年半前まで、「自治体などに譲

る」「（住宅の）所有権者がかわったという

だけで退去ということにはならない」と国

会で答弁してきたのに、それをいともあっ

さりひるがえして、更地で売るために全入

居者を立ち退かせるというのは、まさに悪

徳業者顔負けのだましうちです。 

【
国
会
で
・
・
】 

 

●
「
そ
の
目
的
、
そ
の
使
命

は
終
わ
っ
た
、
や
め
る
べ
き

だ
」（
一
九
九
七
年
、
公
明
党

元
委
員
長
・
石
田
幸
四
郎
衆

院
議
員
） 

 
●
「
（
入
居
者
は
）
弱
者
が
占

め
て
い
る
ん
じ
ゃ
な
く
て
、

そ
う
い
う
人
た
ち
は
も
う
二

割
以
下
」
（
二
〇
〇
七
年
、

公
明
党
・
浜
田
昌
良
参
議
院

議
員
） 
 

●
「
公
的
資
金
で
つ
く
る
賃

貸
の
安
値
の
住
宅
が
民
業
圧

迫
に
な
ら
な
い
は
ず
が
あ
り

ま
せ
ん
」（
二
〇
〇
五
年
、
民

主
党
・
馬
渕
澄
夫
衆
院
議
員
）

7 月、全国の入居者らが国・機構に廃止撤回を迫りました 



 

こ
の
春
、
全
国
で
「
退
去
の
ご
案
内
」
が
各
戸
に
放
り
込
ま
れ
、
早
け
れ
ば
今

年
中
の
退
去
を
求
め
ら
れ
て
大
騒
ぎ
に
。
こ
れ
が
全
国
14
万
戸
の
雇
用
促
進
住
宅

廃
止
、
大
半
の
入
居
者
追
い
出
し
の
い
わ
ば
第
一
幕
で
す
。 

  

日
本
共
産
党
は
、
国
会
議
員
団
が
舛
添
厚
生
労
働
大
臣 
へ
申
し
入
れ
た
ほ
か
、
上
京
し
た
各
地
の
入
居
者
と
と
も 
に
何
度
も
政
府
・
機
構
と
交
渉
し
た
り
、
地
方
の
機
構
セ 
ン
タ
ー
と
話
し
合
っ
た
り
し
て
き
ま
し
た
。 
そ
の
結
果
、
と
り
あ
え
ず
入
居
期
限
を
１
年
以
上
延
長 

さ
せ
る
こ
と
な
ど
を
約
束
さ
せ
ま
し
た
が
、
問
題
は
ま
さ 

に
こ
れ
か
ら
で
す
。
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廃
止
決
定
住
宅
の
説
明
会
で
も
、
「
な
ぜ
廃

止
・
退
去
な
の
か
」
、
政
府
や
機
構
は
ま
っ
た
く

説
明
で
き
ま
せ
ん
。
機
構
職
員
が
、
家
主
側
か

ら
明
け
渡
し
を
求
め
る
際
の
借
地
借
家
法
上
の

「
正
当
事
由
」
が
見
つ
か
ら
ず
、「
裁
判
に
な
っ

た
ら
も
た
な
い
」
と
こ
ぼ
し
て
い
る
ほ
ど
で
す
。

「
小
泉
改
革
」
で
広
が
っ
た
ひ
ど
い
格
差
と

金
融
危
機
不
況
の
な
か
、
30
数
万
人
の
住
宅
取

り
上
げ
を
許
せ
る
は
ず
が
あ
り
ま
せ
ん
。 

「
一
人
た
り
と
も
路
頭
に
迷
わ
せ
な
い
」
た

め
、
ご
い
っ
し
ょ
に
が
ん
ば
り
ま
し
ょ
う
。 

ま
だ
「
廃
止
決
定
」
が
さ
れ
て
い
な
い
住
宅
で

は
、
こ
ん
な
た
い
へ
ん
な
事
態
を
ま
だ
ご
存
知
な
い

方
が
少
な
く
な
い
で
し
ょ
う
。 

し
か
し
、
安
心
で
き
ま
せ
ん
。
家
主
で
あ
る
国

は
こ
れ
ま
で
、
入
居
者
に
き
ち
ん
と
説
明
し
て
き
ま

せ
ん
で
し
た
が
、
下
表
の
よ
う
に
、
早
く
か
ら
住
宅

の
全
面
廃
止
を
決
め
て
い
ま
し
た
。
そ
し
て
去
年

（
07
年
）
の
暮
れ
に
、
ま
ず
半
分
は
す
ぐ
「
廃
止

決
定
」
す
る
と
決
め
、
今
の
事
態
に
な
っ
た
の
で
す
。

   

国
の
方
針
は
２
０
２
１
年
度
ま
で
に
売
却
で
き

る
ご
く
一
部
を
除
い
て
、
大
半
の
入
居
者
を
退
去
さ

せ
更
地
で
売
却
す
る
こ
と
で
す
。 

 

廃
止
完
了
に
は
相
当
の
時
間
が
か
か
る
た
め
国

は
残
り
の
廃
止
決
定
も
急
い
で
い
ま
す
。
い
っ
た
ん

廃
止
決
定
さ
れ
る
と
、
１
年
以
内
に
退
去
期
限
が
き

て
し
ま
う
た
瞬
間
に
重
大
事
態
に
な
る
こ
と
は
、
前

例
で
明
ら
か
で
す
。 

1993年 住宅を地方公共団体等へ譲渡の方針 

2003年 「概ね30年後に事業終了（廃止）」 

2005年 「30年を撤回」、「更地化し売却促進」

2007年 「2021年度までに譲渡・廃止を完了」
「2011年3月末で1/3を譲渡・廃止」

2008年 全国の約半分、784住宅の廃止を決定

2009年 退去要求を開始（2010年11月退去完了）

 ？   残り半分の住宅も廃止決定へ 


